
政府管掌年金事業の円滑な実施に関する基本協定書 

 

 

厚生労働省と日本年金機構（以下「機構」という。）は、次のとお

り、機構による政府管掌年金事業の円滑な実施に係る基本協定（以

下「本協定」という。）を締結する。 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、政府管掌年金事業の適正な運営が行われ、政府

管掌年金に対する国民の信頼の向上を図るため、厚生労働省と機

構の密接な連携のあり方その他の事項を定めることを目的とする。 

 

（厚生労働省と機構の密接な連携） 

第２条 厚生労働省は、機構が日本年金機構法及び厚生労働大臣が

定める中期目標に基づき、その期待される役割を果たせるよう、

機構に対し全面的な支援と協力を行う。このため、厚生労働省は、

機構の運営に関する理事長の主体性を尊重するとともに、必要な

法令や制度の改正及び人員や予算の確保に尽力するものとする。 

２ 前項の厚生労働省による支援と協力を実現するため、同省及び

機構は協議の場を設けるなど、円滑な意思疎通に努めるものとす

る。 

３ 機構は、国民の信頼回復に向けて厚生労働省の支援と協力を受

けつつ、主体的に中期目標の達成に邁進するものとする。 

 

（国民への説明責任） 

第３条 厚生労働省と機構は、年金制度に関する国民への説明責任

を果たすため、密接に連携し、年金制度に関する様々な情報につ

いて積極的に公開していくものとする。 

２ 機構は、政府管掌年金事業の運営状況について、国会その他の

場での説明が求められた際には、説明責任を果たすように努める

ものとする。 

 

（業務に関する細則） 

第４条 本協定の定める理念を踏まえ、機構が実施する業務に関す

る細則となる取り決めを厚生労働省と機構の間で別途定めるもの

とする。 



 

（本協定の改定） 

第５条 本協定は、厚生労働省と機構との協議の上、必要に応じて

改訂することができる。 

 

（疑義についての協議） 

第６条 本協定の各条項等の解釈について疑義が生じた場合又は本

協定に特別な定めがない事項については、厚生労働省と機構との

協議の上、これを定めるものとする。 

 

 

本協定を証するため、本書を２通作成し、厚生労働省、機構がそ

れぞれ記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成２２年 １月２７日 

 

 

厚 生 労 働 大 臣  

 

 

 

 

日本年金機構理事長 


